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【資料1】



【背景】

介護保険事業を推進し「健康で生き生きと暮らせるやさし
いまち」を目指して、介護保険見える化システム等のデー
タを活用し現状の把握、課題の抽出、第9期介護保険事業
計画立案に向けての施策の検討を行う。

【検討項目】

・介護保険の給付データに基づく地域分析

・給付費の伸びが大きい介護保険サービスの分析

介護保険地域分析支援事業（知立市）
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介護保険の給付データに基づく地域分析
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知立市の総人口は今後も横ばいであるが、2040年ごろまでは65歳～74歳人口、85歳人
口が増加し続ける見込み。85歳以上の人口は2035年には2020年の約２倍になる。



4

高齢化率は全国・愛知県と比較して低い。また、高齢者世帯の割合も低い。



5

過去４年の認定者数は約300人増加している。



6

性年齢調整済み認定率は令和３年度15.2%であり、軽度認定者率・重度認定者率ともに

全国・県の割合より低い。認定率は全国や愛知県より低いが、過去４年上昇が続いてい
る。



7

第１号被保険者１人あたりの給付費は全国や愛知県と比べ、施設・居住系サービス、在
宅サービスともに少なくなっている。



8

給付費の伸びが大きい介護保険サービスの分析

認定者数
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・認定者数は令和元年度と令和３年度を比較し、要介護１・２の伸び率は17.3%、要介護
３～５の伸び率は17.2%となっている。
・平成27年度以降の調整済み認定率経年変化を見ると、平成29年には総合事業が始ま
り事業対象者への移行があったため認定率の低下があったが、平成29年度以降低かっ
た認定率が以前の認定率に戻ってきている。
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11

令和２年と令和３年の訪問介護の給付費について比較すると、要介護４の伸びが特に大
きい。



12

令和２年と令和３年の訪問看護の給付費について比較すると、要介護４の伸びが特に大
きい。
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介護予防・日常生活支援総合事業サービス費について

令和元年度からの新型コロナウイルス感染症流行の影響により、特に通所サービスに
ついてサービス費が減少している。
（訪問型サービスはいちごサービス、通所型サービスはサービスCを含む）
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利用件数に関しても同様に減少傾向にあり、特に通所サービスで減少している。
（訪問型サービスはいちごサービス、通所型サービスはサービスCを含む）
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令和３年度・令和４年度
知立市総合事業の訪問型サービス（介護予防訪問サービス・訪問型サービスA）
国保連請求件数の推移

訪問型サービスは介護予防訪問サービス、訪問型サービスAともにやや減少。
（いちごサービスは含まない）
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令和３年度・令和４年度
知立市総合事業の通所型サービス（介護予防通所サービス・通所型サービスA）
国保連請求件数の推移

通所型サービスは介護予防通所サービスでやや減少、通所型サービスA
で増加傾向にある。



・介護保険事業計画を作成する際のサービス別給付費の推計・保
険料の算定の検討材料として活用する。

・介護給付費適正化事業の検討材料とする。

・サービスの整備について、介護保険事業所へのヒアリング等に
て現状を把握していく。

これからも自立支援に向けたサービスの適正利用にご協力を

お願いします。

データの活用・施策の検討
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